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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第95期

第２四半期
連結累計期間

第96期
第２四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上収益
(百万円)

2,363,472 2,624,979
5,108,291

（第２四半期連結会計期間） (1,198,558) (1,293,819)

営業利益 (百万円) 204,446 152,379 412,676

四半期（当期）利益 (百万円) 164,118 125,355 343,444

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）利益 (百万円)

154,191 114,079
320,561

（第２四半期連結会計期間） (77,493) (36,785)

四半期（当期）包括利益 (百万円) 278,127 158,228 435,494

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 3,504,640 3,704,933 3,598,321

資産合計 (百万円) 5,478,328 5,918,826 5,764,417

基本的１株当たり
四半期（当期）利益 (円)

197.10 146.11
410.45

（第２四半期連結会計期間） (99.39) (47.11)

希薄化後１株当たり
四半期（当期）利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 63.97 62.60 62.42

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 251,488 270,235 558,001

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △370,987 △378,358 △529,053

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 35,415 9,368 △40,312

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 716,318 687,882 783,338
 

(注) １．国際会計基準（以下、「ＩＦＲＳ」）に基づいて連結財務諸表を作成しています。

２．要約四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

３．売上収益には、消費税等は含まれていません。

４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、希薄化効果のある株式が存在しないため記載していま

せん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、連結会社（当社及び国内外の連結子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間末日現在において連結会社が判断したものです。
　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

連結会社は、「デンソーグループ2030年長期方針」を策定し、「地球に、社会に、すべての人に、笑顔広がる

未来を届けたい」というスローガンを定めました。また、この長期方針を実現するための道筋として、「デン

ソーグループ2025年長期構想」を策定し、「電動化」、「先進安全・自動運転」、「コネクティッド」、「非車

載事業（ＦＡ※/農業）」を注力分野に定め、事業活動を通じて、笑顔広がる社会づくりに貢献していきます。

※ＦＡ：ファクトリー・オートメーション（生産ラインの機械化による自動化）

 
当第２四半期連結累計期間の業績については、日本地域での自然災害による影響があったものの、グローバル

な車両生産の増加や拡販及び昨年11月に子会社化した㈱デンソーテンの影響等により、売上収益は、２兆6,250億
円（前年同四半期比2,615億円増、11.1％増）と増収になりました。営業利益は、前年度に発生した一過性の収益
がなくなったことによる影響や、前年度との費用回収タイミングのずれ、将来の成長領域への投資の加速等によ
り、1,524億円（前年同四半期比521億円減、25.5％減）、税引前四半期利益は、1,702億円（前年同四半期比566
億円減、24.9％減）と減益になりました。四半期利益は、1,254億円（前年同四半期比388億円減、23.6％減）と
減益になりました。親会社の所有者に帰属する四半期利益については、1,141億円（前年同四半期比401億円減、
26.0％減）と減益になりました。
　
セグメント別の業績については、日本は、自然災害の影響があったものの、予防安全製品の装着率拡大、並び

に㈱デンソーテン子会社化の影響により、売上収益は１兆5,732億円（前年同四半期比1,663億円増、11.8％増）
と増収になりました。営業利益は、操業度差益や合理化努力があったものの、将来の成長領域へ向けた投入によ
る費用の増加に加え、前年度の一過性の収益がなくなったことによる影響により、533億円（前年同四半期比522
億円減、49.5％減）と減益になりました。
北米地域は、拡販等により、売上収益は6,041億円（前年同四半期比560億円増、10.2％増）と増収、営業利益

は、合理化努力はあるものの、先行開発費用の増加や、生産能力増強のための投資等により、155億円（前年同四
半期比53億円減、25.5％減）と減益になりました。
欧州地域は、売上収益は3,324億円（前年同四半期比225億円増、7.3％増）と増収、営業利益は、操業度差益や

合理化努力により96億円（前年同四半期比７億円増、8.0％増）と増益になりました。
アジア地域は、車両生産の増加により、売上収益は7,181億円（前年同四半期比989億円増、16.0％増）と増

収、営業利益は、操業度差益や合理化努力により678億円（前年同四半期比50億円増、8.0％増）と増益になりま
した。
その他地域は、売上収益は345億円（前年同四半期比59億円減、14.6％減）と減収、営業利益は55億円（前年同

四半期比15億円減、21.9％減）と減益になりました。
 
当第２四半期連結会計期間末の資産については、その他の金融資産の増加等により、前連結会計年度末に比べ

1,544億円増加し、５兆9,188億円となりました。負債については、社債及び借入金の増加等により、前連結会計
年度末に比べ624億円増加し、２兆525億円となりました。
資本については、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べ920億円増加し、３兆8,663億円となり

ました。
　

(2) キャッシュ・フローの状況

① キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、営業活動により2,702億円増加、投資活動により3,784億円減少、
財務活動により94億円増加等の結果、当第２四半期連結会計期間末は前連結会計年度末と比べ955億円減少し、
6,879億円となりました。
営業活動により得られた資金は、仕入債務の増加（前年同四半期比632億円増）等により、前年同四半期に比べ

187億円増加し、2,702億円となりました。
投資活動により使用した資金は、有形固定資産の取得による支出の増加（前年同四半期比353億円増）等によ

り、前年同四半期に比べ74億円増加し、3,784億円となりました。
財務活動により得られた資金は、借入金の返済による支出の増加（前年同四半期比589億円増）等により、前年

同四半期に比べ260億円減少し、94億円となりました。
　

② 資本の財源及び資金の流動性について

資本の財源及び資金の流動性について、連結会社の運転資金及び設備投資資金は、主として自己資金により充

当し、必要に応じて借入又は社債の発行等による資金調達を実施することを基本方針としています。
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当第２四半期連結会計期間は、連結会社の設備投資資金について、主として自己資金、借入及び社債の発行に

より充当しました。

連結会社の資本的支出は、生産拡大対応、次期型化、新製品切替及び新製品開発のための研究開発投資を重点

的に推進する予定であり、その財源は、上記基本方針に従ったものとする予定です。

連結会社は、その健全な財務状態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力、連結会社の成長を維

持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えています。

　

(3) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標
当社は売上収益及び営業利益を経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として用いています。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
当第２四半期連結累計期間において、連結会社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
　

(5) 研究開発活動
当第２四半期連結累計期間における研究開発費は245,147百万円（資産計上分含む）です。
なお、当第２四半期連結累計期間において、連結会社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(2018年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(2018年11月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 794,068,713 794,068,713

東京、名古屋

各証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 794,068,713 794,068,713 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

2018年７月１日～

2018年９月30日
- 794,068,713 - 187,457 - 265,985
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(5) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

(自己株式を

除く。)の

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 188,949 24.19

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１ 69,373 8.88

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 44,564 5.70

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 35,463 4.54

東和不動産株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目７－１ 33,309 4.26

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
19,481 2.49

デンソー従業員持株制度会 愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地 12,735 1.63

アイシン精機株式会社 愛知県刈谷市朝日町２丁目１ 12,518 1.60

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 9,544 1.22

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８－11 8,649 1.10

計 － 434,585 55.61
 

(注) １．当社は自己株式13,162千株を保有していますが、上記大株主からは除いています。

２．株式会社豊田自動織機の所有株式数は、株式会社豊田自動織機が退職給付信託の信託財産として拠出してい

る当社株式6,798千株（持株比率0.87％）を除いて表示しています。（株主名簿上の名義は、「日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株式会社豊田自動織機退職給付信託口）」

であり、その議決権行使の指図権は株式会社豊田自動織機が留保しています。）
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,268,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 780,506,700 7,805,067 －

単元未満株式 普通株式 293,213 － －

発行済株式総数  794,068,713 － －

総株主の議決権 － 7,805,067 －
 

(注) 完全議決権株式（その他）の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、100株含まれています。また、

議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれています。

　

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

株式会社デンソー
（自己株式）

愛知県刈谷市昭和町

１丁目１番地
13,161,500 － 13,161,500 1.65

伊藤精工株式会社
愛知県刈谷市野田町
場割100－１

83,200 － 83,200 0.01

株式会社デンソーパー
ラー

愛知県岡崎市中島中町
４丁目３番地19

2,100 － 2,100 0.00

株式会社ニッパ
静岡県磐田市川袋
1550

22,000 － 22,000 0.00

計 － 13,268,800 － 13,268,800 1.66
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」

（以下、「ＩＡＳ第34号」）に基づいて作成しています。

なお、本報告書の要約四半期連結財務諸表の金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しています。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

   (単位：百万円)
 

 注記
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  783,338 687,882

営業債権及びその他の債権  993,549 943,708

棚卸資産 ６ 550,291 609,635

その他の金融資産  151,122 290,011

その他  85,533 84,782

流動資産合計  2,563,833 2,616,018

非流動資産    

有形固定資産 ７ 1,591,207 1,643,461

無形資産  76,968 81,744

その他の金融資産  1,330,820 1,374,786

持分法で会計処理されている投資  88,718 95,266

退職給付に係る資産  53,864 52,329

繰延税金資産  35,020 28,594

その他  23,987 26,628

非流動資産合計  3,200,584 3,302,808

資産合計  5,764,417 5,918,826
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   (単位：百万円)
 

 注記
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債及び資本    

流動負債    

社債及び借入金  170,003 155,750

営業債務及びその他の債務  923,272 903,959

その他の金融負債  16,483 27,230

未払法人所得税  53,609 29,979

引当金 16 69,295 69,349

その他  57,674 68,191

流動負債合計  1,290,336 1,254,458

非流動負債    

社債及び借入金  303,847 408,096

その他の金融負債  10,119 7,906

退職給付に係る負債  245,387 246,014

引当金  1,515 1,136

繰延税金負債  121,272 116,618

その他  17,648 18,263

非流動負債合計  699,788 798,033

負債合計  1,990,124 2,052,491

資本    

資本金  187,457 187,457

資本剰余金  265,985 273,089

自己株式  △57,677 △53,036

その他の資本の構成要素  528,418 559,226

利益剰余金  2,674,138 2,738,197

親会社の所有者に帰属する持分  3,598,321 3,704,933

非支配持分  175,972 161,402

資本合計  3,774,293 3,866,335

負債及び資本合計  5,764,417 5,918,826
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

売上収益 ４，９ 2,363,472 2,624,979

売上原価 ６，７ △1,975,776 △2,224,593

売上総利益  387,696 400,386

販売費及び一般管理費 ７，11 △198,355 △247,962

その他の収益 ５，10 21,579 7,430

その他の費用 11，16 △6,474 △7,475

営業利益 ４ 204,446 152,379

金融収益 12 20,441 25,427

金融費用 12 △4,798 △6,017

為替差損益  2,804 △6,791

持分法による投資損益  3,888 5,223

税引前四半期利益  226,781 170,221

法人所得税費用  △62,663 △44,866

四半期利益  164,118 125,355

四半期利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  154,191 114,079

非支配持分に帰属  9,927 11,276
 

　

   (単位：円)
 

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益 13 197.10 146.11

希薄化後１株当たり四半期利益 13 － －
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【第２四半期連結会計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2018年７月１日
至 2018年９月30日)

売上収益 ４ 1,198,558 1,293,819

売上原価  △1,006,598 △1,103,793

売上総利益  191,960 190,026

販売費及び一般管理費  △95,101 △128,991

その他の収益 ５ 17,597 4,425

その他の費用  △3,167 △3,960

営業利益 ４ 111,289 61,500

金融収益  3,027 4,599

金融費用  △2,369 △2,836

為替差損益  653 △1,830

持分法による投資損益  438 △265

税引前四半期利益  113,038 61,168

法人所得税費用  △29,816 △18,929

四半期利益  83,222 42,239

四半期利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  77,493 36,785

非支配持分に帰属  5,729 5,454
 

　

   (単位：円)
 

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益 13 99.39 47.11

希薄化後１株当たり四半期利益 13 － －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

四半期利益  164,118 125,355

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

　FVTOCIに指定した資本性金融商品への投資に
　よる損益

14 82,064 9,287

　確定給付制度の再測定  27 744

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 14 9

　合計  82,105 10,040

　純損益に振り替えられる可能性のある項目    

　在外営業活動体の換算差額  33,236 25,423

　キャッシュ・フロー・ヘッジ損益  61 △92

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 △1,393 △2,498

　合計  31,904 22,833

その他の包括利益合計  114,009 32,873

四半期包括利益  278,127 158,228

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  265,440 145,557

非支配持分に帰属  12,687 12,671
 

　

【第２四半期連結会計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2018年７月１日
至 2018年９月30日)

四半期利益  83,222 42,239

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

　FVTOCIに指定した資本性金融商品への投資に
　よる損益

 82,981 △2,593

　確定給付制度の再測定  － 47

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 17 6

　合計  82,998 △2,540

　純損益に振り替えられる可能性のある項目    

　在外営業活動体の換算差額  21,544 31,684

　キャッシュ・フロー・ヘッジ損益  △62 △49

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 △1,184 △1,456

　合計  20,298 30,179

その他の包括利益合計  103,296 27,639

四半期包括利益  186,518 69,878

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  178,749 61,473

非支配持分に帰属  7,769 8,405
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

 (単位：百万円)
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

FVTOCIに指定

した資本性金

融商品への投

資による損益

確定給付制度

の

再測定

2017年４月１日残高  187,457 265,985 △31,191 418,337 －

四半期利益  － － － － －

その他の包括利益  － － － 82,024 27

四半期包括利益  － － － 82,024 27

自己株式の取得  － － △26,469 － －

自己株式の処分  － － － － －

配当金 ８ － － － － －

子会社に対する所有者持分の

変動
 － － － － －

企業結合による変動 ５ － － － － －

利益剰余金への振替  － － － △65 △27

その他の増減  － － － － －

所有者との取引額合計  － － △26,469 △65 △27

2017年９月30日残高  187,457 265,985 △57,660 500,296 －

       

2018年４月１日残高  187,457 265,985 △57,677 499,730 －

四半期利益  － － － － －

その他の包括利益  － － － 9,134 376

四半期包括利益  － － － 9,134 376

自己株式の取得  － － △7 － －

自己株式の処分  － 2,067 4,648 － －

配当金 ８ － － － － －

子会社に対する所有者持分の

変動
 － 5,037 － － －

企業結合による変動 ５ － － － － －

利益剰余金への振替  － － － △294 △376

その他の増減  － － － － －

所有者との取引額合計  － 7,104 4,641 △294 △376

2018年９月30日残高  187,457 273,089 △53,036 508,570 －
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 (単位：百万円)
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計在外営業

活動体の

換算差額

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ損益

合計

2017年４月１日残高  36,153 △45 454,445 2,436,028 3,312,724 134,358 3,447,082

四半期利益  － － － 154,191 154,191 9,927 164,118

その他の包括利益  29,137 61 111,249 － 111,249 2,760 114,009

四半期包括利益  29,137 61 111,249 154,191 265,440 12,687 278,127

自己株式の取得  － － － － △26,469 － △26,469

自己株式の処分  － － － － － － －

配当金 ８ － － － △47,153 △47,153 △11,235 △58,388

子会社に対する所有者持分の

変動
 － － － － － △19 △19

企業結合による変動 ５ － － － － － 8,519 8,519

利益剰余金への振替  － － △92 92 － － －

その他の増減  － － － 98 98 △10 88

所有者との取引額合計  － － △92 △46,963 △73,524 △2,745 △76,269

2017年９月30日残高  65,290 16 565,602 2,543,256 3,504,640 144,300 3,648,940

         

2018年４月１日残高  28,534 154 528,418 2,674,138 3,598,321 175,972 3,774,293

四半期利益  － － － 114,079 114,079 11,276 125,355

その他の包括利益  21,958 10 31,478 － 31,478 1,395 32,873

四半期包括利益  21,958 10 31,478 114,079 145,557 12,671 158,228

自己株式の取得  － － － － △7 － △7

自己株式の処分  － － － － 6,715 － 6,715

配当金 ８ － － － △50,684 △50,684 △14,992 △65,676

子会社に対する所有者持分の

変動
 － － － － 5,037 △12,240 △7,203

企業結合による変動 ５ － － － － － － －

利益剰余金への振替  － － △670 670 － － －

その他の増減  － － － △6 △6 △9 △15

所有者との取引額合計  － － △670 △50,020 △38,945 △27,241 △66,186

2018年９月30日残高  50,492 164 559,226 2,738,197 3,704,933 161,402 3,866,335
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前四半期利益  226,781 170,221

減価償却費  130,313 141,895

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  4,754 1,066

退職給付に係る資産の増減額（△は増加）  7,652 1,551

受取利息及び受取配当金  △20,163 △24,919

支払利息  3,537 4,437

為替差損益（△は益）  △2,794 3,001

持分法による投資損益（△は益）  △3,888 △5,223

有形固定資産の除売却損益（△は益）  1,325 2,923

売上債権の増減額（△は増加）  35,417 55,825

棚卸資産の増減額（△は増加）  △22,008 △37,978

仕入債務の増減額（△は減少）  △80,693 △17,492

引当金の増減額（△は減少）  △11,047 △474

その他  △2,280 22,387

小計  266,906 317,220

利息の受取額  4,750 6,197

配当金の受取額  19,059 20,375

利息の支払額  △3,676 △4,262

法人所得税の支払額  △35,551 △69,295

営業活動によるキャッシュ・フロー  251,488 270,235

投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の増減額（△は増加）  △154,377 △127,015

有形固定資産の取得による支出  △159,694 △195,042

有形固定資産の売却による収入  4,650 2,257

無形資産の取得による支出  △4,617 △20,750

資本性金融商品の取得による支出  △30,233 △39,133

負債性金融商品の取得による支出  △52,092 △14,108

資本性金融商品の売却又は償還による収入  367 461

負債性金融商品の売却又は償還による収入  25,210 13,023

子会社の支配獲得による収支（△は支出） ５ 87 －

その他  △288 1,949

投資活動によるキャッシュ・フロー  △370,987 △378,358

財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額（△は減少）  13,897 7,865

借入金による調達額  105,239 136,691

借入金の返済による支出  △60,269 △119,195

ファイナンス・リース債務の返済による支出  △6,300 △6,747

社債の発行による収入  70,000 90,000

社債の償還による支出  － △30,000

配当金の支払額 ８ △47,153 △50,684

非支配持分への配当金の支払額  △11,235 △14,992

自己株式の取得による支出  △26,469 △7

その他  △2,295 △3,563

財務活動によるキャッシュ・フロー  35,415 9,368

現金及び現金同等物に係る換算差額  6,852 3,299

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △77,232 △95,456

現金及び現金同等物の期首残高  793,550 783,338

現金及び現金同等物の四半期末残高  716,318 687,882
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社デンソー（以下、「当社」）は、日本に所在する株式会社です。当社及び国内外の連結子会社（以下、ま

とめて「連結会社」）は、「日本」、「北米」、「欧州」、「アジア」、「その他」の各セグメントで、主に自動車

部品におけるパワトレインシステム、エレクトリフィケーションシステム、電子システム、サーマルシステム、モビ

リティシステム、産業機器、生活関連機器を生産、販売しています。

 

２．作成の基礎

(1) ＩＦＲＳに準拠している旨

本要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表規則」第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件をすべて満たすことから、同規則第93条の規定により、「ＩＡＳ第34号」に準拠して作成しています。本要

約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。当社の当第２四半期の要約四半期連結財務諸表は、

2018年11月13日に取締役社長 有馬浩二によって承認されています。

 
(2) 重要な会計上の判断、見積り及び仮定

本要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。実際の業績は、これらの見積りと異なる場合があ

ります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しています。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積り

を見直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度

と同一です。

 

３．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度の連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同一です。

なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しています。

　

連結会社は、第１四半期連結会計期間より以下の基準書を適用しています。

基準書 基準名 新設・改訂の概要

ＩＦＲＳ第９号 金融商品
負債性金融商品の分類及び測定、予想信用損失モ
デルの導入

ＩＦＲＳ第15号 顧客との契約から生じる収益 収益の認識に関する会計処理及び開示要求
 

 
（ＩＦＲＳ第９号「金融商品」（2014年７月改訂）の適用）

連結会社は、第１四半期連結会計期間よりＩＦＲＳ第９号「金融商品」（2014年７月改訂、以下、「ＩＦＲＳ第９

号」）を適用しています。これにより、償却原価で測定する金融資産の減損の規定を改訂しています。具体的な改訂

の内容は以下の通りです。なお、この基準の適用による、連結会社の要約四半期連結財務諸表に与える影響は軽微で

す。

 

償却原価で測定する金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産については、報告期末ごとに、当初認識時と比べた信用リスクの著しい増大の有無を

検証しています。金融資産に係る信用リスクが当初認識時以降に著しく増大している場合、又は信用減損金融資産に

ついては、全期間の予想信用損失を貸倒引当金として認識しています。著しく増大していない場合には、12ヶ月間の

予想信用損失を貸倒引当金として認識しています。予想信用損失は、契約に従って受け取るべき契約上のキャッ

シュ・フローと受け取ると見込んでいるキャッシュ・フローとの差額の割引現在価値に基づいて測定しています。
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なお、営業債権については当初認識時から全期間の予想信用損失を貸倒引当金として認識しています。

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額又は貸倒引当金を減額する場合における貸倒引当金の戻入額を純損益に計上し

ています。

 

（ＩＦＲＳ第15号「顧客との契約から生じる収益」の適用）

連結会社は、第１四半期連結会計期間よりＩＦＲＳ第15号「顧客との契約から生じる収益」（2014年５月公表）及

び「ＩＦＲＳ第15号の明確化」（2016年４月公表）（合わせて以下、「ＩＦＲＳ第15号」）を適用しています。ＩＦ

ＲＳ第15号の適用にあたっては、経過措置に準拠して、本基準の適用開始による累積的影響を適用開始日に認識して

います。

ＩＦＲＳ第15号の適用に伴い、下記５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

連結会社は、自動車部品におけるパワトレインシステム、エレクトリフィケーションシステム、電子システム、

サーマルシステム、モビリティシステム製品等を製造・販売しています。これらの製品販売においては、顧客との契

約に基づき、製品の支配が顧客に移転した時点で収益を認識しています。   

また、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除した金額で測定し

ています。

 

ＩＦＲＳ第15号の適用による、連結会社の要約四半期連結財務諸表に与える影響は以下の通りです。なお、営業利

益に与える影響は軽微です。

・従来、売上原価として計上していた一部の費用について、第１四半期連結会計期間より顧客に支払われる対価と

して売上収益から減額しています。この結果、当第２四半期連結累計期間において売上収益、売上原価がともに

27,436百万円ずつ減少しています。

・買戻し契約に該当する一部の有償支給取引について、第１四半期連結会計期間より金融取引として棚卸資産を引

き続き認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高について金融負債を認識しています。この

結果、第１四半期連結会計期間の期首及び当第２四半期連結会計期間末において、棚卸資産がそれぞれ17,150百

万円、14,193百万円ずつ増加、その他の金融資産がそれぞれ464百万円、625百万円ずつ増加、その他の金融負債

がそれぞれ17,614百万円、14,818百万円ずつ増加しています。

・従来、営業債権の減額として会計処理していた値引きにかかる返金負債について、第１四半期連結会計期間より

その他の流動負債に含めて表示しています。この結果、当第２四半期連結会計期間末において営業債権及びその

他の債権、その他の流動負債がともに10,747百万円ずつ増加しています。なお、第１四半期連結会計期間の期首

に与える影響はありません。
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４．事業セグメント

(1) 一般情報

報告セグメントの識別方法、各報告セグメントが営む事業の内容及びセグメント利益の測定基準については、

当第２四半期連結累計期間において重要な変更はありません。

 

(2) セグメントごとの売上収益、利益又は損失に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

956,741 534,686 289,746 542,151 2,323,324 40,148 － 2,363,472

セグメント間の内部
売上収益

450,121 13,410 20,174 77,092 560,797 292 △561,089 －

計 1,406,862 548,096 309,920 619,243 2,884,121 40,440 △561,089 2,363,472

セグメント利益又は損失 105,496 20,799 8,871 62,845 198,011 7,075 △640 204,446

金融収益        20,441

金融費用        △4,798

為替差損益        2,804

持分法による投資損益        3,888

税引前四半期利益        226,781
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。

 

当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

1,075,842 588,855 310,461 615,612 2,590,770 34,209 － 2,624,979

セグメント間の内部
売上収益

497,360 15,288 21,957 102,508 637,113 331 △637,444 －

計 1,573,202 604,143 332,418 718,120 3,227,883 34,540 △637,444 2,624,979

セグメント利益又は損失 53,278 15,500 9,583 67,843 146,204 5,527 648 152,379

金融収益        25,427

金融費用        △6,017

為替差損益        △6,791

持分法による投資損益        5,223

税引前四半期利益        170,221
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。
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前第２四半期連結会計期間（自 2017年７月１日 至 2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

497,974 260,055 139,669 279,676 1,177,374 21,184 － 1,198,558

セグメント間の内部
売上収益

233,164 7,001 10,635 39,985 290,785 127 △290,912 －

計 731,138 267,056 150,304 319,661 1,468,159 21,311 △290,912 1,198,558

セグメント利益又は損失 68,139 3,836 3,035 34,340 109,350 3,729 △1,790 111,289

金融収益        3,027

金融費用        △2,369

為替差損益        653

持分法による投資損益        438

税引前四半期利益        113,038
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。

 

当第２四半期連結会計期間（自 2018年７月１日 至 2018年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

544,388 285,632 139,468 307,124 1,276,612 17,207 － 1,293,819

セグメント間の内部
売上収益

250,042 7,661 10,927 52,873 321,503 188 △321,691 －

計 794,430 293,293 150,395 359,997 1,598,115 17,395 △321,691 1,293,819

セグメント利益又は損失 19,185 3,855 2,552 34,141 59,733 2,928 △1,161 61,500

金融収益        4,599

金融費用        △2,836

為替差損益        △1,830

持分法による投資損益        △265

税引前四半期利益        61,168
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。
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５．企業結合　

前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）
 
(1) 株式会社ＴＤモバイル

当社は2017年７月１日より株式会社ＴＤモバイルを新たに当社の連結子会社としています。
　
① 企業結合の概要

当社の関連会社であり主に携帯電話販売事業を行っている株式会社ＴＤモバイル（以下「ＴＤモバイル」）
は、2017年７月１日に実施した自己株式取得により、同日付で新たに当社の連結子会社となりました。ＴＤモ
バイルによる自己株式取得の結果、当社の保有するＴＤモバイルの議決権比率は49％(2017年６月30日時点)か
ら51％(2017年７月１日時点)となり、議決権の過半数を保有しています。

　
② 企業結合の理由

当社が注力する車載用通信製品とサービス及び車載以外の地域コミュニティ向け情報配信システム等にＴＤ
モバイルと連携して取り組むことで、より一層の事業規模の拡大を図るため。

　
③ 被取得企業の概要

名称　　　　株式会社ＴＤモバイル
事業内容　　携帯電話等の販売代理店業務、モバイルソリューション開発・提供等
　

④ 支配獲得日
2017年７月１日
　

⑤ 取得対価及びその内訳
(単位：百万円)

 金額

支配獲得時に既に保有していたＴＤモバイルに対する資本持分の公正価値　 16,656

取得対価の合計 16,656
 

　
当社が支配獲得時に既に保有していたＴＤモバイルに対する資本持分を支配獲得日の公正価値で再測定した

結果、11,646百万円の利益を認識しています。この利益は、四半期連結損益計算書上、「その他の収益」に計
上しています。
　

⑥ 支配獲得日における資産・負債の公正価値・非支配持分及びのれん
(単位：百万円)

 金額

取得対価合計（Ａ） 16,656

資産内訳

　営業債権及びその他の債権

　その他の流動資産

　無形資産

　その他の非流動資産

 
5,501

3,403

14,549

2,900

資産合計 26,353

負債内訳

　流動負債

　非流動負債

 
3,881

5,086

負債合計 8,967

純資産（Ｂ） 17,386

非支配持分(注１)（Ｃ） 8,519

のれん(注２)（Ａ－(Ｂ－Ｃ)） 7,789
 

　
(注１)非支配持分

非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に被取得企業の純資産に対する比例的な取り分を保
有者に与えているものについては、支配獲得日における識別可能な被取得企業の純資産に、支配獲得日時
点の企業結合後の被支配持分比率を乗じて測定しています。
　

(注２)のれん
のれんは、今後の事業展開や当社と被取得企業とのシナジーにより期待される将来の超過収益力を反映

したものです。
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⑦ 子会社の支配獲得による収入
支配獲得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物　87百万円
子会社の支配獲得による現金受入額　　　　　　　　　　　　87百万円

　
⑧ 被取得企業の売上収益および当期利益

四半期連結損益計算書に認識している、支配獲得日以降における内部取引消去前の被取得企業の売上収益は
22,877百万円、当期利益は529百万円です。
　

⑨ 企業結合が期首に完了したと仮定した場合の、連結売上収益及び連結純利益
支配獲得日が2017年４月１日であったと仮定した場合の、2017年９月30日に終了した６ヶ月間における当社

の連結業績に係るプロフォーマ情報(非監査情報)は、以下の通りです。
　
売上収益（プロフォーマ情報）　2,384,979百万円
当期利益（プロフォーマ情報）　　164,370百万円

　
(2) 富士通テン株式会社

当社は2017年11月１日より富士通テン株式会社を新たに当社の連結子会社としています。
なお、前第２四半期連結累計期間において、当該企業結合を後発事象として記載しています。

　
① 企業結合の概要

当社は2017年11月１日に富士通株式会社（以下「富士通」）より、富士通の連結子会社である富士通テン株
式会社（以下「富士通テン」）の株式の一部を譲り受け、同日付で富士通テンを新たに当社の連結子会社とい
たしました。当社の保有する富士通テンの議決権比率は10％（2017年10月31日時点）から51％（2017年11月１
日時点）となり、議決権の過半数を保有しています。なお、現時点において当該企業結合に関する当初の会計
処理が完了していないため、会計処理に関する詳細な情報は開示していません。

　
② 企業結合の理由

富士通テンは1972年に富士通のラジオ部門が分離・独立して設立され、1973年にトヨタ自動車株式会社、当
社が資本参加して以来、オーディオ、マルチメディアをはじめとしたカーエレクトロニクスメーカとしてお客
様に様々な製品、サービスを提供してきました。近年は、「単体製品のサプライヤ」から「つながる車載情報
機器・サービスを提供・提案するシステムメーカ」への変革を目指し、富士通グループ各社との連携を加速さ
せながら、新たな価値を作り出すＶｅｈｉｃｌｅ－ＩＣＴ事業を強化してきました。
一方、自動車分野では、目覚ましい技術革新の中、人と車のインターフェースをどのようにつないでいくか

がますます重要となってきています。こうした中、総合自動車部品メーカである当社が富士通テンをグループ
会社とすることで、両社の持つ車載ＥＣＵやミリ波レーダ、高度運転支援・自動運転技術および電子基盤技術
の開発などにおける一層の協力関係強化を図り、一体となって企業価値向上を実現することを目的としていま
す。

　
③ 被取得企業の概要

名称　　　　富士通テン株式会社（新会社名：株式会社デンソーテン）
事業内容　　インフォテインメント機器およびオートモーティブエレクトロニクス機器の開発・製造および

販売
　

④ 支配獲得日
2017年11月１日
　

⑤ 支配獲得日における資産・負債の公正価値・非支配持分及びのれん
取得した資産及び引き受けた負債の支配獲得日の公正価値及びのれんの金額については、前第２四半期連結

累計期間では算定中のため、確定していませんが、2018年３月31日に終了した連結会計年度末において確定し
ています。
　

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）
 
該当事項はありません。
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６．棚卸資産

「棚卸資産」の正味実現可能価額までの評価減の金額は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

棚卸資産の評価減 9,187 15,134
 

　

７．有形固定資産

(1) 「有形固定資産」の帳簿価額の増減は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

2018年４月１日残高 1,591,207

取得 189,161

減価償却費 △141,895

減損損失 －

処分 △3,078

外貨換算差額 9,178

その他 △1,112

2018年９月30日残高 1,643,461
 

　

(2) コミットメント

　有形固定資産の取得に関する契約上のコミットメントは以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
当第２四半期連結会計期間

(2018年９月30日)

有形固定資産の取得に関するコミットメント 144,308
 

　

８．配当

配当金の支払額は以下のとおりです。
　
(1) 前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2017年４月28日
取締役会

47,153 60
 

　
(2) 当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2018年４月27日
取締役会

50,684 65
 

　
基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの
(1) 前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2017年10月31日
取締役会

50,684 65
 

　
(2) 当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2018年10月31日
取締役会

54,664 70
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９．売上収益

収益の分解

連結会社は先進的な自動車技術、システム・製品を提供する、グローバルな自動車部品メーカであり、自動車メー

カ向けの部品供給事業を中心にビジネスを行っています。これらのビジネスから生じる収益は顧客との契約に従って

計上し、売上収益として表示しています。

得意先別に分解した売上収益は以下の通りです。

 
当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

  (単位：百万円)

　
トヨタ自動車㈱グループ向け 1,214,134

その他 1,111,713

自動車メーカ向け部品供給事業計 2,325,847

市販・新事業他 299,132

合計 2,624,979
 

　（注）グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。

 
トヨタ自動車㈱グループ向け売上収益について、セグメント別に分解した売上収益はそれぞれ、日本は675,563百万

円、北米は255,272百万円、欧州は43,161百万円、アジアは230,174百万円、その他は9,964百万円です。

また、製品別に分解した売上収益は以下の通りです。

 
当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

  (単位：百万円)

　

サーマルシステム 709,773

パワトレインシステム 634,744

エレクトリフィケーションシステム 401,741

モビリティシステム 409,640

電子システム 326,164

その他 50,468

自動車分野計 2,532,530

ＦＡ・新事業分野 92,449

合計 2,624,979
 

　（注）グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。
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10．その他の収益

「その他の収益」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

固定資産賃貸料 1,080 1,203

固定資産売却益 2,524 1,038

その他 (注) 17,975 5,189

合計 21,579 7,430
 

(注)  前第２四半期連結累計期間の「その他」には、当社が支配獲得時に既に保有していたＴＤモバイルに対する資

本持分を支配獲得日の公正価値で再測定した結果による収益11,646百万円が含まれています（注記５ 「企業結

合」参照）。

      当第２四半期連結累計期間の「その他」には、一部海外グループ会社における引当金の戻入1,404百万円が含

まれています。

 
11．販売費及び一般管理費及びその他の費用

「販売費及び一般管理費」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

荷造運搬費 19,910 22,094

従業員給付費用 92,859 103,980

製品保証引当金繰入（△は戻入） △11,347 7,494

減価償却費 11,638 14,247

福利厚生費 14,842 15,810

その他 70,453 84,337

合計 198,355 247,962
 

　

「その他の費用」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

固定資産除売却損 3,849 3,961

その他（注） 2,625 3,514

合計 6,474 7,475
 

(注)  当第２四半期連結累計期間の「その他」には、一部自動車部品についての独占禁止法に関する和解金等である

独占禁止法関連損失1,170百万円（注記16 「偶発事象」参照）が含まれています。
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12．金融商品に係る収益及び費用

「金融収益」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

受取利息   

償却原価で測定する金融資産（預金等） 4,859 6,658

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
（金利デリバティブ）

－ 341

受取配当金   
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

15,304 17,920

その他 278 508

合計 20,441 25,427
 

　

「金融費用」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

支払利息及び割引料   

償却原価で測定する金融負債（社債・借入金等） 2,970 4,437

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
（金利デリバティブ）

567 －

確定給付制度の純利息 834 624

その他 427 956

合計 4,798 6,017
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13．１株当たり四半期利益

(1) 基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

① 親会社の所有者に帰属する四半期利益

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益 154,191 114,079
 

　

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2018年７月１日
至 2018年９月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益 77,493 36,785
 

　

② 普通株式の期中平均株式数

 (単位：千株)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

普通株式の期中平均株式数 782,279 780,780
 

　

 (単位：千株)
 

 
前第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2018年７月１日
至 2018年９月30日)

普通株式の期中平均株式数 779,727 780,876
 

　

(2) 希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果のある株式が存在しないため記載していません。
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14．金融商品

金融商品の公正価値

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しています。

　

レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値

　

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の期首時点で発生したものとして認識しています。

なお、2017年９月30日に終了した６ヶ月間及び2018年９月30日に終了した６ヶ月間において、レベル１とレベル２の間

における振替はありません。

 
(1) 償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりです。

　

前連結会計年度（2018年３月31日）

 (単位：百万円)
 

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

債券等 13,440 13,478 － － 13,478

金融負債      

長期借入金(注) 229,005 － － 227,775 227,775

社債(注) 180,000 179,723 － － 179,723
 

(注) １年内返済及び償還予定の残高を含んでいます。

 

当第２四半期連結会計期間（2018年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

債券等 10,229 10,246 － － 10,246

金融負債      

長期借入金(注) 205,752 － － 204,124 204,124

社債(注) 240,000 238,932 － － 238,932
 

(注) １年内返済及び償還予定の残高を含んでいます。

 

　償却原価で測定する短期金融資産、短期金融負債については、公正価値は帳簿価額と近似しているため、

注記を省略しています。

　長期借入金の公正価値は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しています。
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(2) 経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値

公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりです。

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 (単位：百万円)
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ資産 － 4,550 － 4,550

株式等     

上場株式 1,211,703 － － 1,211,703

非上場株式 － － 99,014 99,014

その他の持分証券 － － 2,516 2,516

合計 1,211,703 4,550 101,530 1,317,783

デリバティブ負債 － 10,232 － 10,232

合計 － 10,232 － 10,232
 

 

当第２四半期連結会計期間（2018年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ資産 － 6,027 － 6,027

株式等     

上場株式 1,218,708 － － 1,218,708

非上場株式 － － 137,527 137,527

その他の持分証券 － － 2,543 2,543

合計 1,218,708 6,027 140,070 1,364,805

デリバティブ負債 － 5,084 － 5,084

合計 － 5,084 － 5,084
 

 

　デリバティブは主に為替予約、金利スワップ、金利通貨スワップに係る取引です。

　為替予約の公正価値は、先物為替相場等に基づき算定しています。金利スワップ、金利通貨スワップの

公正価値は、取引先金融機関等から提示された金利等、観察可能な市場データに基づき算定しています。

　非上場株式、その他の持分証券の公正価値測定は、修正時価純資産方式により、必要に応じてＰＢＲに

よる時価修正等を加え算出しています。また、重要性のない銘柄は簿価純資産方式により算出しています。

　非上場株式、その他の持分証券の公正価値測定で用いている重要な観察不能なインプットである非流動性

ディスカウントは、30％で算定しています。

 

レベル３に分類された金融商品の増減は、以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

2018年４月１日残高 101,530

利得及び損失合計  

その他の包括利益（注） 6,469

購入 32,523

除売却 △452

2018年９月30日残高 140,070
 

(注) その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定

　　　する金融資産に関するものです。これらの損益は要約四半期連結包括利益計算書上「FVTOCIに指定した資本

　　　性金融商品への投資による損益」に含まれています。　
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15．関連当事者取引

前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

種類 会社等の名称又は氏名 取引内容 取引金額

重要な影響力を
有する企業

トヨタ自動車㈱グループ
各種自動車部品の販売 1,074,455

各種自動車部品の購入 18,284
 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

 (単位：百万円)
 

種類 会社等の名称又は氏名 取引内容 取引金額

重要な影響力を
有する企業

トヨタ自動車㈱グループ
各種自動車部品の販売 1,214,134

各種自動車部品の購入 25,711
 

　

16．偶発事象

　当第２四半期連結会計期間末における偶発債務の内容は以下のとおりです。

　

独占禁止法関連

(1) 国及び競争法当局による調査

一部の国において当局による調査に対応しています。

　

(2) 民事訴訟

当社及び一部の子会社は、特定の自動車部品の取引に関する独占禁止法違反の疑いについて、米国及びカナ

ダにおいて損害賠償を求める複数の訴訟で被告の一社となっています。

米国においては、特定の自動車部品ごとに、直接購入者（例えば、一次供給者、ＲＶ生産者、市販品販売

店）より、当社及び一部の子会社に対して暫定集団訴訟が提起されています。また、州の政府機関及び/または

住民を代表したいくつかの州の法務長官、自動車保険会社１社、並びに一部のカーディーラーが訴訟を提起し

ています。

訴訟の進行は訴訟の態様毎に、更には対象となる製品毎に異なりますが、暫定集団訴訟の場合は、各訴訟に

つきディスカバリーと呼ばれる手続き（審理に先立ち、訴訟当事者間で相互に訴訟の対象に関係する書類等の

証拠を開示し合う手続き）が実施されます。ディスカバリーの終了後、必要に応じて被告による各種申立の審

理を経て、原告側は、その暫定集団の全ての構成員の請求を主張できるよう集団適格についての申立を行うこ

とができ、当該申立についての決定がなされて初めて各々の訴訟についての本案審理が開始されます。一方、

州法務長官、自動車保険会社やカーディーラーによって提起された訴訟の場合は、上記のような集団適格につ

いての審理過程はなく、ディスカバリー終了後に本案審理が開始されます。

カナダにおいては、複数の州において複数の暫定集団訴訟が、直接購入者（例えば自動車メーカ）及び間接

購入者（例えば、カーディーラー及び車両の購入者）の両方から当社や一部の子会社に対して提起されていま

す。カナダでは集団適格についての審理が訴訟全体の手続きの中で米国よりも早い段階、即ちディスカバリー

に先立って行われます。

なお、米国及びカナダでの上記いずれの訴訟においても、当社はどの段階でも原告側と和解交渉を開始し、

和解することが可能です。
　
(3) 個別の和解交渉

当社は、特定の自動車部品の取引に関する独占禁止法違反の疑いに関連して、主要顧客（自動車メーカ）と

の間で個別に交渉を行っています。

　

当社は、上記事案のいくつかについて、支出の可能性のある金額を見積もったうえ、引当金を計上しており、こ

れに関する費用は、「その他の費用」に含めています（注記11「販売費及び一般管理費及びその他の費用」参

照）。

なお、国際会計基準第37号「引当金、偶発負債及び偶発資産」に従い、当社の立場が不利になる可能性があるた

め、これらの係争の全般的な内容を開示していません。
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17．後発事象

連結会社は、後発事象を2018年11月13日まで評価しています。

　

自己株式の取得及び消却

当社は、2018年10月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条第１項及び当社定款の規定に基づく自己株式の取得及びその具体的な取得方法として、公開買付け及び市場

買付けを行うこと、並びに同法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決議いたしました。

 
(1) 自己株式の取得の目的

株主への一層の利益還元と資本効率の向上を目的とした自己株式の取得を行うものであります。

 
(2) 自己株式取得に関する取締役会決議の内容

① 取得する株式の種類 　　　　当社普通株式

② 取得する株式の総数 　　　　6,000,000株（上限）

③ 取得価額の総額 　　　　　　30,000,000,000円（上限）

④ 取得する期間 　　　　　　　2018年11月１日～2019年３月31日

 
(3) 自己株式の公開買付けの概要

① 買付予定数　　　　　　　  3,600,000株

② 買付け等の価格 　　　　 　１株につき、金4,748円

③ 買付け等の期間　　　　　　 2018年11月１日～2018年11月29日

④ 公開買付け開始公告日　　　 2018年11月１日

⑤ 決済の開始日　　　　　　　 2018年12月21日

 
(4) 自己株式の市場買付けの概要

　① 買付予定数　　　　　　　　取得する株式の総数のうち、公開買付けにおいて取得されなかった株式数

　② 買付け等の期間　　　　　　公開買付け終了後～2019年３月31日

 
(5) 自己株式の消却に係る事項の内容

① 消却する株式の種類　　　 当社普通株式

② 消却する株式の数 　　　　 6,123,762株

③ 消却予定日　　　　　　　 2018年11月30日
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２ 【その他】

2018年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

ａ.  中間配当による配当金の総額 54,664百万円

ｂ.  １株当たりの金額 70円00銭

ｃ.  支払請求の効力発生日及び支払開始日 2018年11月27日
 

(注) 2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

２０１８年１１月１３日
 

株式会社デンソー

取締役会  御中
 

　

有限責任監査法人トーマツ  
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西   松   真   人 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 古　　内　　和　　明 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 後   藤   泰   彦 印

 

　

 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社デ

ンソーの２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０１８年７

月１日から２０１８年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０１８年４月１日から２０１８年９月３０日

まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約

四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第９３条の規定により国際会計基

準第３４号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正

又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した

内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第３４号「期中財

務報告」に準拠して、株式会社デンソー及び連結子会社の２０１８年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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